
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

 

 地道な関係づくりをすすめてきた結果、県内全私学から調査協力を得られるようになっている栃木県の「学費滞納・中退調査」。未加盟私学も、子

どもたちの学費実態を発信してもらえるという信頼を持っています。今回の調査結果は過去最多の5紙が報道しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
全全国国私私私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  
((事事務務局局：：全全国国私私立立学学校校教教職職員員組組合合))  

No.45  2020年12月12 日（土） 

 

 

 

記事は、12月10日の各紙です 

今回はじめて取り上げた 

毎日新聞 


